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「横浜市の長期財政推計」（令和４年８月更新版）は、「今後の人口の見通しの推計（令和３年度）」（令和４年５月公表）のデータを基に、「高位（出生が多く死亡が
少ないケース）」、「中位」、「低位（出生が少なく死亡が多いケース）」の３つのケースを設定して、2065年度までの各年の歳入・歳出と将来収支差の推計を行っ
ています。

　財政ビジョンでは、持続性評価指標について、「評価の視点」に沿って、中期計画期間ごとにモニタリングを行い、本市の財政の持続性について総合的に評
価を行うとともに、その評価に基づき、中期的な財政運営の方針を決定し、実践していくこととしています。
　 「今後の人口の見通しの推計（令和３年度）（令和４年５月公表）」「横浜市の長期財政推計（令和4年８月更新版）」「『一般会計が対応する借入金 市民一人当た
り残高』における中長期のベンチマークの達成」を前提とした場合の推計可能な指標の推計結果は以下のとおりであり、財政ビジョン策定時（令和４年6月時
点）から大きな変動はありません。

中期計画を踏まえた財政ビジョンにおける各種指標の状況〈その１〉参 考
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「横浜市の長期財政推計」（令和４年８月更新版）　 https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/zaisei/jokyo/zaisejokyo/tyoukisuikei.html
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Ⅸ ❸ 計画期間中の財政見通しと収支不足への対応

中期計画を踏まえた財政ビジョンにおける各種指標の状況〈その２〉参 考

減債基金活用額を段階的に縮減
R5～7年度活用上限額：500億円程度とし、各年度の活用額を縮減し、

2030年度に活用から脱却。
期間合計で上限1,000億円を活用。

２０２２
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２０２５
R７

２０２６
R８

２０２７
R９

２０２８
R１０

２０２９
R１１

減債基金の活用 ０億円
＝脱却

＋５００億円
程度
（注1）

長期財政推計（R4.8更新版）
将来収支差（中位推計）

保有土地活用収益、外郭団体からの貸付金回収、「財源の年度間調整額」の活用　等

歳出改革の推進

その他

２０３０
R１２

地方交付税、地方税等

▲３００億円程度／年～▲５００億円程度／年
〈参考〉最大2030（Ｒ12）：▲５２６億円、最小2023（Ｒ5）：▲３１６億円

▲５００億円
程度
（注1）

戦略的・総合的な
政策・事業展開等による

税収増等

－億円
（収支均衡）

２００
億円

地方税財政制度の充実に向けた提案・要望

（注1）長期財政推計（R4.８更新版）では、社会保障経費について人口動態の変化等を反映させて推計し、人件費や行政運営費、他会計繰出金等については、直近実績等から不変（横置き）としている。
この他、 中学校給食・小児医療費助成事業・敬老パスについては、計画期間内の今後の見込み値等を反映。人件費は定年引上げによる影響を反映。
そのため、社会保障経費について、人口動態の変化の影響を超えて増加させる場合や、横置きとしている経費を増加させる場合は、収支差は更に悪化する可能性がある。

段階的に歳出改革による財源創出額を積上げ
R4から歳出改革を意識した取組に着手

R6から本格化させ、2030年度までに500億円程度（注1）を積上げ

税収増につながる人や企業を呼び込む政策・規制緩和・事業投資等を展開

収支差解消アクション：中期計画2022～2025を踏まえた収支差解消フレーム


